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1. はじめに 
 原子力機構では、研究施設等廃棄物の埋設処分に必要な研究炉の解体廃棄物の計算に

よる放射能インベントリの評価手法を検討している。本稿では、企画セッションでの発表

内容 [1]を基に、近年の研究炉に対する放射能評価計算の検討状況と、計算で評価した放

射能の埋設事業への適用方法について紹介する。 

 
2. 新しいライブラリを用いた近年の放射能評価計算の検討 
 研究炉の放射能評価計算では、DORT コードなどを用いて炉内の中性子輸送計算を実

施し、得られた中性子スペクトルを用いて ORIGEN-S コードによる炉内構造物の放射化

計算を実施する方法を検討してきた。核データライブラリの更新に伴い、近年、JENDL-

4.0 [2]及び JENDL/AD-2017 [3]などを基に作成したライブラリを導入して評価を実施して

おり、放射能の分析データを実施した実績がある立教大学研究炉を対象にした評価結果

を報告する。 

 H28 年度から 30 年度にかけて研究炉の共通的な放射能評価法の構築を目的に、立教大

学研究炉を対象に、試料採取及び残存放射能の化学分析と放射能評価計算を実施した [4]。

立教大炉の側面図と試料採取位置を図 1 に示す。本検討では、新規ライブラリを用いて

放射能評価計算を再度実施し、中性子束の評価及び試料採取位置における放射能濃度評

価を実施した [5]。 

 従来の検討では、JENDL-3.2 から作成された 100 群断面積ライブラリ JSSTDL-J32 及び

SCALE4.4a に付属している ORIGEN-S 用の 3 群断面積を用いて DORT 計算及び放射化計

算を実施していた。本検討では、図 2 に示すように JENDL-4.0 を基に作成された多群断

面積ライブラリ MATXSLIB-J40 [6]を使用した DORT 計算に加え、JENDL/AD-2017 を基
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に作成された 199 群放射化断面積ライブラリ MAXS/AD-2017 [7]及び DORT 計算で得ら

れた評価地点の中性子スペクトルから作成した 3 群断面積を用いた放射化計算を実施し

た。 

 

図 1 立教大学原子炉の側面図 

 

 

図 2 本検討の放射能評価フロー 

 

図 3 に、立教大炉の炉心高さにおける JSSTDL-J32 を用いた従来の検討と MATXSLIB-

J40 を用いた本検討による熱中性子束の分布を示す。なお、グラフ中に試料採取位置 P01

の位置を併せて示す。これより、MATXSLIB-J40 を用いた中性子輸送計算の方が中性子束

が小さい結果が得られた。これは、従来の中性子輸送計算では熱群が少なく、熱中性子の

計算を適切に再現できなかったことに起因すると考えられる。 

 

 

図 3 炉心中心高さでの熱中性子束の分布 
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アルミニウムタンクの周り（アルミニウム、炭素鋼、デンスコンクリートを含む）か

ら採取したコア試料における H-3、Co-60、Ni-63、Eu-152 の放射化学分析結果（測定）と、

本検討の計算による放射能評価の結果（本計算）及びそれらの比較結果を表 1 に示す。従

来の検討での放射能評価の結果（従来計算）及び本計算との比較結果についても示した。

測定に対する本計算の放射能濃度の比は、測定値が得られたものに関しては、P01 におい

て 0.4～0.9 倍、P02 において 0.9～1.4 倍程度でよく一致していると言える。また、P03 に

おいては概ね 1.5～3.2 倍程度となっており、アルミニウム及び炭素鋼の H-3 においては

16 倍と大きく違っている。これは、放射化計算の元素組成の設定において、起源元素で

ある Li の分析で得られた定量下限値が比較的大きかったため文献値を使用したが、これ

が実際の濃度を大きく上回っていたためだと考えた。また、従来計算に対する本計算の値

から、本検討による計算が従来の結果の 0.1～0.9 倍と小さくなったが、これは、図 3 で

P01 の位置における本検討の熱中性子束が従来の検討のものに比べて小さくなっている

ことから説明できる。放射化計算の結果は、従来計算と本検討の計算の双方において分析

値によく一致しているが、熱中性子束の分布をより正確に反映できている本検討の方が

より適切な計算であると考えられる。実際に廃棄物の放射能濃度を評価する際には、計算

結果にこれらの差を考慮して値を設定する必要がある。 

 

表 1 測定と計算による採取試料の放射能濃度 

 
 
3. 放射能評価計算結果の埋設処分への適用について 

放射能評価を実施した廃棄物を埋設処分するためには、ピット処分やトレンチ処分の

放射能濃度の受入基準に適合している（以下「埋設処分区分」という）ことを評価し、埋

設施設の安全評価の結果、線量への寄与の大きい重要核種を選定することが必要である。

ここで、重要核種とは、埋設事業の事業許可申請書に、廃棄物当たりの最大放射能濃度と

埋設施設における総放射能を記載するとともに、廃棄物を埋設する際には、廃棄物に含ま

れる放射能濃度が事業許可申請書に記載した最大放射能濃度を超えないことを規制機関
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から確認を受ける核種のことである。 

上記の原子炉施設の放射能評価結果を埋設処分する廃棄物の放射能濃度として適用す

るため、図 4 のフローに従って、解体で発生した JPDR の生体遮蔽コンクリートのうち現

在保管されている廃棄物を対象（以下「埋設対象廃棄物」という）に検討をした結果を紹

介する。 

 

図 4 埋設処分に必要な検討のフロー 

 

なお、埋設施設の設置場所や施設設計はまだ決まっていないため、概念設計 [8]に従っ

て想定される被ばく線量評価シナリオにおける核種 i 毎の基準線量相当濃度 C（Bq/t）[9]

と、JPDR 原子炉の計算結果により得られた埋設対象廃棄物の平均放射能濃度 D（Bq/t）

との比である相対重要度（Di/Ci）を用いてこれらの評価を行った。 

埋設対象廃棄物の放射能評価計算では、MATXSLIB-J40 から作成した断面積を用いて

JPDR 原子炉全体の DORT 計算を行い、3 群化した中性子スペクトルと SCALE6.0 内蔵の

3 群断面積を用いて図 5 に示す保管コンクリートを対象に ORIGEN-S 計算を行った [10]。 

 

 

図 5 JPDR の生体遮蔽コンクリート 
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トレンチ処分の線量評価シナリオ毎に、140 核種 i に対する相対重要度（Di/Ci）の合計

（Σ(Di/Ci））を計算したところ、JPDR の保管コンクリートでは、表 2 に示すように全て

の線量評価シナリオにおいて 1 を超えない（Σ(Di/Ci) < 1）ため、トレンチ処分の基準線

量相当濃度を満足でき、トレンチ埋設処分が可能と判定した。 

 

表 2 線量評価シナリオ毎の相対重要度の和 Σi(Di/Ci) 

 
 

 また、トレンチ処分の線量評価シナリオ毎に相対重要度が最大となる核種の値

(Di/Ci)MAXに対して 1%以上の値となる核種を選定した。(Di/Ci)MAX/(Di/Ci)の値の一部を表

3 に示す。ただし、相対重要度(Di/Ci)が 0.001 より小さいものは十分に被ばく線量が小さ

いため除外した。本試算では、H-3、C-14、Cl-36、Ca-41、Sr-90、Eu-152 が該当し、これ

らの核種が重要核種の候補となると想定される。実際の埋設事業許可申請の際には、埋設

施設の設計及び線量評価を反映した上で、上記の方法で埋設処分区分の判定及び重要核

種の選定を実施することとなる。 

 
表 3 対象廃棄物に対する(Di/Ci)/(Di/Ci)MAX の試算結果 

 
 
4. おわりに 
 埋設処分においては、中性子輸送計算及び放射化計算によって廃棄物の放射能濃度を

評価した上で、埋設処分区分の判定及び重要核種の評価をする必要がある。研究炉の解体

の事前に埋設処分区分を考慮することにより、合理的な解体作業や埋設処分に向けた処

理等の廃棄物管理が可能になると考えられる。放射能評価計算の結果が、埋設処分におい

て規制機関による確認に直接用いられることも想定されることから、精度の高い放射能

評価計算が必要となると考えられる。今後も新しい計算コードやライブラリの導入を検

討し、放射能評価手法に盛り込んでいくとともに、研究炉の管理者等と意見交換を行い、

研究炉に共通的な放射能評価手法の確立 [11]を進めていくことを考えている。 
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